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平成30年第Ⅱ回 短答式試験

解答解説・監査論
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必ず得点したい問題 （解説では問題番号に *** を付しています。）

50％の正答率を確保したい問題 （解説では問題番号に ** を付しています。）

得点できなくてもよい問題 （解説では問題番号に * を付しています。）

想定合格ライン：77.5点 /100点

本試験、お疲れ様でした。
例年通り過去問の類題も多く、是⾮正答したい「重要性 ***」の問題が13題ありました。この13

題をしっかり正答し、 **の問題を半分正答すれば合格ラインとなると思います。例年に⽐べて少し
簡単になっていると思います。
例年に⽐べて、実施論が減り報告論・横断的分野が増えているためか、監基報からの出題が少し

減少したように思います。原則的取扱いだけを想定しているのか例外的な場合も考慮すべきか判断
がつきかねる⽂章や、表現が紛らわしい⽂章もありましたが、４つの⽂章中少なくとも３つは正誤
が判別できる問題が多く、監査論を得点源とできたのではないでしょうか。
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問題 1 重要性 ***

公認会計⼠監査制度の歴史に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適切な番号を⼀
つ選びなさい。なお選択肢における年号及び年代は，正誤判断の対象外とする。（5点）

ア 平成26年の監査基準改訂において，監査⼈の意⾒表明について，従来の「適正性」に関する
*** 意⾒表明に加えて，「準拠性」に関する意⾒表明が導⼊された。この改訂により，財務諸表利
× ⽤者のニーズに応じて，⼀般⽬的の財務諸表を対象とすれば「適正性」に関する意⾒表明に限

られるが，特別⽬的の財務諸表については，これに追加して「準拠性」に関する意⾒表明も認
められることとなった。

⼀般⽬的の財務諸表と特別⽬的の財務諸表のそれぞれについて、「適正性」に関する意⾒表
明と「準拠性」に関する意⾒表明とがあり得る。

イ 昭和50年代に公認会計⼠による中間財務諸表監査が開始された。当時設定された中間財務諸
*** 表監査基準において，監査⼈の意⾒表明は，中間財務諸表の「有⽤性」についてのものであり，
○ その後の改訂を経て中間監査基準になっても，それが維持されて現在に⾄っている。

ウ 昭和50年代に公認会計⼠による連結財務諸表の監査が開始された。その実施に伴い，個別財
** 務諸表監査を前提とした従来の監査基準の実施基準及び報告基準について，連結財務諸表特有
× の監査⼿続や監査報告に関する規定が設けられる等，連結財務諸表監査に備えて⾒直され，そ

の後の改訂を経て現在に⾄っている。

監査基準には、連結財務諸表特有の監査⼿続や監査報告に関する規定は設けられていない。
エ 平成20年代に⾦融商品取引法の施⾏を受けて，四半期報告制度が実施された。それに対応し
*** て，公認会計⼠による四半期レビューが開始され，四半期財務諸表の「適正性」について消極
○ 的形式による結論が表明されるようになり，その後の改訂を経て現在に⾄っている。

四半期レビューは、四半期財務諸表の「適正性」について限定的保証を提供するものである。
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問題 2 重要性 **

監査⼈の職業倫理及び独⽴性に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適切な番号を
⼀つ選びなさい。

ア 監査チーム及び審査担当者が従うべき職業倫理に関する規定は，⽇本公認会計⼠協会が公表
*** する会則，倫理規則，独⽴性に関する指針，利益相反に関する指針及びその他の倫理に関する
× 規定のみである。

公認会計⼠法・同施⾏令・同施⾏規則の倫理に関する規定も含まれる。
イ 監査責任者は，監査業務の全ての局⾯において，監査チームのメンバーが監査事務所の定め
** る職業倫理の遵守に関する⽅針及び⼿続を遵守していない形跡がないかについて留意し，遵守
× していないことに気付いたときは，監査を速やかに中⽌しなければならない。

適切な者への専⾨的な問い合わせ等の適切な対応を取る必要があるが、即刻監査の中⽌が求
められるわけではない。

ウ 監査⼈の独⽴性は，監査業務の主要な担当者の⻑期間の関与によって⽣じる馴れ合いによっ
*** て阻害される可能性があり，それに対するセーフガードの例として，主要な担当者のローテー
○ ションやより深度のある監査業務の審査の実施が挙げられる。

エ 監査責任者は，監査業務の契約の新規締結⼜は更新を⾏うに当たって，依頼されている業務
** が監査の前提条件を満たしているかだけではなく，監査実施者が独⽴性や職業的専⾨家として
○ の能⼒を含む職業倫理に関する規定を遵守できるかという判断をしなければならない。
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問題 3 重要性 ***

公認会計⼠法に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適切な番号を⼀つ選びなさい。

ア 公認会計⼠は，やむを得ない事情があると認められるなどの例外的な場合を除き，監査証明
*** 業務を⾏った翌会計期間の終了⽇まで，被監査会社の親会社，連結⼦会社，持分法適⽤の⾮連
○ 結⼦会社，関連会社及び親会社の他の連結⼦会社の役員になることはできない。

イ 公認会計⼠法に定める⼤規模監査法⼈では，業務執⾏社員のみではなく，監査証明業務の審
*** 査に関与し，最も重要な責任を有する者もローテーションの対象となる。
○

ウ 公認会計⼠は，⼤会社等の財務書類について監査証明業務を⾏う際に監査法⼈と共同監査を
*** ⾏っている場合において，当該監査法⼈が解散したことにより共同で当該業務を⾏うことがで
× きなくなったときには，新たに公認会計⼠⼜は監査法⼈を選任して，共同監査を⾏わなければ

ならない。

監査法⼈が解散した等やむを得ない場合を除き、単独監査が禁⽌されている。よって、上記
場合には、単独監査も認められる。

エ 全ての有限責任監査法⼈は，計算書類を作成しなければならず，当該計算書類については，
** 特別の利害関係のない公認会計⼠⼜は監査法⼈の監査報告書を添付しなければならない。
×

収益額10億円以上の有限責任監査法⼈は、計算書類に監査報告書を添付しなければならない。
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問題 4 重要性 ***

⾦融商品取引法監査制度に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適切な番号を⼀つ
選びなさい。

ア 有価証券報告書の訂正報告書に含まれる連結財務諸表及び財務諸表には，公認会計⼠⼜は監
*** 査法⼈の監査証明が必要である。
○

イ 内部統制報告書の訂正報告書には，公認会計⼠⼜は監査法⼈の監査証明が必要である。
***

×

内部統制報告書の訂正報告書には、公認会計⼠⼜は監査法⼈の監査証明は不要である。
ウ 有価証券報告書の提出義務がある会社が発⾏する臨時報告書には，その記載内容に関して，
*** 公認会計⼠⼜は監査法⼈の監査証明が必要となる場合がある。
×

臨時報告書には財務諸表が掲載されないため、公認会計⼠⼜は監査法⼈の監査証明は不要で
ある。

エ 内部統制報告書には，⼀定の条件を満たした新規上場会社の場合を除き，公認会計⼠⼜は監
* 査法⼈の監査証明が必要である。
○

経営規模が⼀定の基準以下の新規上場会社は、有価証券報告書提出会社となってから3年間
は監査証明が免除される。
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問題 5 重要性 ***

会社法上の監査役に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適切な番号を⼀つ選びな
さい。

ア 監査役会が設置されている取締役会設置会社の監査役は，法令⼜は定款に違反する事実があ
*** ると⾃らが認めるときに，その旨を当該取締役会設置会社の監査役会には報告しなければなら
× ないが，取締役会には報告しなくてよい。

会社法382条
監査役は、取締役が不正の⾏為をし、若しくは当該⾏為をするおそれがあると認めるとき、

⼜は法令若しくは定款に違反する事実若しくは著しく不当な事実があると認めるときは、遅滞
なく、その旨を取締役（取締役会設置会社にあっては、取締役会）に報告しなければならない。

イ 会計参与が設置されていない監査役設置会社が，その監査役の監査の範囲を会計に関するも
*** のに限定する旨を定款で定めていないときは，当該監査役設置会社の監査役は，当該監査役設
○ 置会社の取締役の職務の執⾏を監査する。

会社法381条1項
ウ 監査役が設置されている株式会社が，その監査役の監査の範囲を会計に関するものに限定す
** る旨を定款で定めていないときに，当該株式会社の監査役が，当該株式会社の⼦会社の業務及
○ び財産の状況の調査をすることができる場合がある。

会社法381条1項
監査役は、その職務を⾏うため必要があるときは、監査役設置会社の⼦会社に対して事業の

報告を求め、⼜はその⼦会社の業務及び財産の状況の調査をすることができる。
エ 公開会社でないところの，会計監査⼈及び監査役会が設置されていない監査役設置会社が，
*** その監査役の監査の範囲を会計に関するものに限定する旨を定款で定めているときに，当該監
× 査役設置会社の監査役が，当該監査役設置会社が作成した事業報告を監査する権限がないこと

を明らかにした監査報告を，作成しなくてよい場合がある。

会社法施⾏規則129条2項
監査役の監査の範囲を会計に関するものに限定する旨の定款の定めがある株式会社の監査役

は、同項各号に掲げる事項に代えて、事業報告を監査する権限がないことを明らかにした監査
報告を作成しなければならない。
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問題 6 重要性 *

会社法上の会計監査⼈に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適切な番号を⼀つ選
びなさい。

ア 指名委員会等設置会社の会計監査⼈が⽋けた場合に，当該指名委員会等設置会社の監査委員
** 会が，当該指名委員会等設置会社の⼀時会計監査⼈の職務を⾏うべき者を，選任しなければな
○ らないことがある。

会社法346条4項8項
会計監査⼈が⽋けた場合⼜は定款で定めた会計監査⼈の員数が⽋けた場合において、遅滞な

く会計監査⼈が選任されないときは、監査役は、⼀時会計監査⼈の職務を⾏うべき者を選任し
なければならない。
指名委員会等設置会社における第四項の規定の適⽤については、同項中「監査役」とあるの

は、「監査委員会」とする。
イ 指名委員会等設置会社の会計監査⼈は，当該指名委員会等設置会社の執⾏役に対して，会計
* に関する報告を求めることはできるが，取締役に対して会計に関する報告を求めることはでき
× ない。

会社法396条2項6項
会計監査⼈は、いつでも、次に掲げるものの閲覧及び謄写をし、⼜は取締役及び会計参与並

びに⽀配⼈その他の使⽤⼈に対し、会計に関する報告を求めることができる。
指名委員会等設置会社における第⼆項の規定の適⽤については、同項中「取締役」とあるの

は、「執⾏役、取締役」とする。
ウ 監査役及び会計監査⼈が設置されている株式会社の会計監査⼈は，その職務を⾏うに当たっ
* て，当該株式会社の取締役だけでなく，監査役も使⽤してはならない。
○

会社法396条5項
会計監査⼈は、その職務を⾏うに当たっては、次のいずれかに該当する者を使⽤してはなら

ない。
⼆ 会計監査⼈設置会社⼜はその⼦会社の取締役、会計参与、監査役若しくは執⾏役⼜は⽀配
⼈その他の使⽤⼈である者

エ 監査役及び会計監査⼈が設置されている株式会社が作成した事業報告及びその附属明細書
*** が，当該株式会社の監査役だけでなく，会計監査⼈の監査を受けなければならない場合がある。
×

会社法396条1項
会計監査⼈は、次章の定めるところにより、株式会社の計算書類及びその附属明細書、臨時

計算書類並びに連結計算書類を監査する。



- 8 -

問題 7 重要性 ***

四半期レビューに関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適切な番号を⼀つ選びなさ
い。

ア 監査⼈は，⼀事業年度に複数回実施する四半期レビューにおいて，それぞれ四半期レビュー
*** 計画を策定するが，これらの各四半期レビュー計画の内容を事業年度の途中で修正することは
× ない。

年度の財務諸表の監査を実施する過程において、四半期レビュー計画の前提とした重要な虚
偽表⽰のリスクの評価を変更した場合や特別な検討を必要とするリスクがあると判断した場合
には、その変更等が四半期レビュー計画に与える影響を検討し、必要であれば適切な修正をし
なければならない。

イ 監査⼈は，年度の財務諸表の監査において得た企業及び企業環境の理解等を考慮して四半期
*** レビュー計画を策定し，これに基づき，質問，分析的⼿続その他の四半期レビュー⼿続を実施
○ しなければならない。

ウ 監査⼈は，四半期レビューにおいて，他の監査⼈によって⾏われた四半期レビュー等の結果
** を利⽤することはあるが，専⾨家の業務や内部監査の結果を利⽤することはない。
×

その他の四半期レビュー⼿続として専⾨家の業務や内部監査の結果を利⽤することもある。
エ 監査⼈は，結論の表明に先⽴ち審査を受けなければならないが，監査事務所は，四半期レビ
*** ュー業務の品質が合理的に確保される範囲において，四半期レビュー業務に係る審査の⽅法，
○ 内容等を柔軟に定めることができる。
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問題 8 重要性 **

内部統制監査に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適切な番号を⼀つ選びなさい。

ア 監査⼈は，内部統制監査業務について，関係法令に規定する⾝分的，経済的利害関係を有し
** てはならず，⼀定の⾮監査業務との同時提供が制限されている。したがって，監査⼈が，内部
× 統制監査を実施する前の，内部統制構築等の段階で，経営者等と意⾒交換を⾏ってはならない。

事業規模が⼩規模で、⽐較的簡素な構造を有している組織等の内部統制監査の実施に当たっ
ては、監査⼈は、当該組織等の内部統制の構築や評価において経営者からの相談に対しては、
内部統制の有効性を保ちつつ、特に効果的かつ効率的な内部統制の構築や評価を⾏うとの観点
から、適切な指摘を⾏う必要がある。

イ 監査⼈は，在外⼦会社の他の監査⼈の監査結果を利⽤する旨を内部統制監査報告書に別途記
** 載することによって，当該監査結果を利⽤することができる。
×

内部統制監査であっても、他の監査⼈の監査結果を利⽤する旨を監査報告書に記載すること
はない。

ウ 監査⼈は，業務プロセスに係る内部統制の不備が発⾒された場合，当該不備がどの勘定科⽬
** にどの範囲で影響を及ぼすかを検討し，当該影響の発⽣可能性を検討するが，それには当該不
○ 備が財務報告に及ぼす潜在的な影響額も含まれる。

エ 監査⼈は，前年度において，内部統制の評価結果が有効であった業務プロセスに係る内部統
*** 制の運⽤状況の評価に当たっては，当該業務プロセスに係る内部統制の整備状況に重要な変更
○ がないなど新たに確認すべき事項がない場合，経営者が評価において選択したサンプル及びそ

の評価結果を利⽤することができる。
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問題 9 重要性 ***

監査の品質管理に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適切な番号を⼀つ選びなさ
い。

ア 監査に関する品質管理基準は，監査基準とともに⼀般に公正妥当と認められる監査の基準を
*** 構成し，監査基準と⼀体となって適⽤されるものであり，財務諸表の監査を実施する監査事務
○ 所及び監査実施者に，監査業務の質を合理的に確保することを求めるものである。

イ 監査事務所は，品質管理のシステムの整備及び運⽤に関する責任者を明確にしなければなら
** ないが，当該責任者は，不正リスクに関する品質管理の責任者を兼ねることはできない。
×

品質管理のシステムの責任者は、不正リスクに関する品質管理の責任者を兼ねることができ
る。

ウ 監査事務所は，関与先との契約の新規の締結⼜は更新に当たり，関与先の誠実性に疑念を抱
** いた場合には，⼗分な専⾨要員が存在している場合を除き，当該関与先と契約の新規の締結⼜
× は更新を⾏ってはならない。

関与先の誠実性に疑念を抱いた場合に、当該関与先と契約の新規の締結⼜は更新を⾏うか否
かは、⼗分な専⾨要員が存在しているかどうかとは関係しない。⼗分な専⾨要員が存在してい
るかどうかは、監査事務所が必要な専⾨知識を有していない分野に既に事業を拡⼤している場
合等に関係する。

エ 監査事務所は，監査⼈の交代に関する監査業務の引継についての⽅針及び⼿続を定めなけれ
*** ばならないが，これらには，前任の監査事務所となる場合及び後任の監査事務所となる場合の
○ 双⽅を含めなければならない。
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問題10 重要性 ***

「財務情報等に係る保証業務の概念的枠組みに関する意⾒書」における保証業務に関する次の記述の
うち，正しいものの組合せとして最も適切な番号を⼀つ選びなさい。

ア 業務実施者が作成した保証報告書を利⽤する者が，当該業務実施者になることはないが，主
*** 題に責任を負う者になることはある。
○

イ 業務実施者が，合理的保証業務ではなく，限定的保証業務を実施する場合に，⾃らが実施す
*** べき⼿続，実施の時期及び範囲の決定についての責任を負わないことがある。
×

四半期レビューを想定する。監査⼈は、四半期レビューにおいて、⾃らが実施すべき⼿続、
実施の時期及び範囲の決定についての責任を負う。

ウ 主題に責任を負う者が，主題情報を⾃⼰の責任において想定利⽤者に提⽰しない場合に，業
*** 務実施者は，当該主題それ⾃体に対する想定利⽤者の信頼の程度を⾼めることには責任を負う
○ が，当該主題それ⾃体には責任を負わない。

ダイレクト・レポーティングを想定する。監査⼈は内部統制の有効性についての信頼性の程
度を⾼めることに責任を負うが、内部統制を有効に整備・運⽤すること⾃体には責任を負わな
い。

エ 主題に責任を負う者が，主題情報を⾃⼰の責任において想定利⽤者に提⽰しない場合に，業
** 務実施者が，直接に当該主題について，消極的形式によって結論を報告することはあるが，積
× 極的形式によって結論を報告することはない。

ダイレクト・レポーティングを想定する。ダイレクト・レポーティングであっても、積極的
形式によって結論を報告することがある。
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問題11 重要性 ***

監査基準第⼆「⼀般基準」に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適切な番号を⼀
つ選びなさい。

ア 監査⼈は，前年度の監査において，経営者，取締役及び監査役等は誠実であるという⼼証を
*** 得ており，当該⼼証を監査調書に記載していても，それによって当年度の監査において保持す
○ べき監査⼈の職業的懐疑⼼の程度を軽減することはできない。

イ 監査⼈は，職業的専⾨家としての正当な注意を払い，懐疑⼼を保持して監査を⾏わなければ
*** ならないが，財務諸表全体に関連する不正リスクが識別されない場合には，実施する監査⼿続
○ の種類，実施の時期及び範囲の決定に当たって，企業が想定しない要素を監査計画に組み込ま

なくてもよい。

ウ 監査⼈は，監査を⾏うに当たって，⾃らの組織として監査業務の質を確保しなければならな
*** いが，他の監査⼈の監査結果を利⽤するに当たっては，当該他の監査⼈の監査業務の質の確保
× まで要求されるわけではない。

他の監査⼈の監査結果を利⽤するに当たっては、当該他の監査⼈の品質管理の状況等に基づ
く信頼性の程度を勘案する必要がある。

エ 監査⼈が監査の過程において被監査会社の不正を識別した場合，被監査会社の監査役等の同
** 意を得ることなく規制当局に当該事実を報告することは守秘義務違反である。
×

監査⼈は、監査証明を⾏うに当たって発⾒した事実が法令違反等事実に該当すると判断した
場合には、被監査会社の監査役等に通知をして適切な措置をとるよう求め、それでも被監査会
社により是正措置がとられず、財務書類の適正性の確保に重⼤な 影響を及ぼすおそれがある
と認められる場合において、重⼤な影響を防⽌するために必要があると認めるときには、所定
の期限までに、当局に申出を⾏わなければならない。
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問題12 重要性 **

監査調書に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適切な番号を⼀つ選びなさい。

ア 監査調書は，監査⼈の責任において監査⼈⾃⾝が実施した作業に基づいて作成されるもので
*** あるため，内部監査⼈の特定の作業を利⽤する場合であっても内部監査⼈の作業に関して記載
× する必要はない。

監査⼈は、内部監査⼈の特定の作業を利⽤する場合、内部監査⼈の作業の適切性の評価に関
する結論及び実施した監査⼿続を監査調書に記載しなければならない。

イ 監査⼈は，監査⼿続により⼊⼿した重要な監査証拠について監査調書に記載するのであって，
** 監査証拠の全てを記載するわけではない。
×

監査調書とは、実施した監査⼿続、⼊⼿した関連する監査証拠及び監査⼈が到達した結論の
記録をいい、重要な監査証拠に限定されない。

ウ 監査⼈は，監査における作業の判断の質を⾃らあるいは組織的に管理するために監査調書を
*** 作成することが不可⽋であるが，必ずしも紙媒体により保存する必要はない。
○

エ 監査⼈は，重要な事項に関する結論を形成する過程で⽭盾した情報を識別した場合には，⽭
** 盾した情報に対する監査⼈の対応については⽂書化しなければならないが，⽭盾の原因となっ
○ た不正確な⽂書や修正前の⽂書を必ずしも残す必要はない。
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問題13 重要性 ***

リスク評価及び評価したリスクへの対応に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適
切な番号を⼀つ選びなさい。

ア 監査⼈は，リスク評価の過程で識別した重要な虚偽表⽰リスクについて，当該リスクに関連
*** する内部統制の影響を考慮して，特別な検討を必要とするリスクであるかどうかを決定しなけ
× ればならない。

監査⼈は、リスク評価の過程で、監査⼈の判断により、識別した重要な虚偽表⽰リスクが特
別な検討を必要とするリスクであるかどうかを決定しなければならない。この判断に際して、
監査⼈は、当該リスクに関連する内部統制の影響を考慮してはならない。

イ 被監査会社がその業務の⼀部を外部に委託している場合，監査⼈は，受託会社が提供する業
* 務に関する⼗分な理解を被監査会社から得られなかったときは，受託会社に往査して必要な情
○ 報を⼊⼿するための⼿続を実施することもある。

ウ 監査⼈の実証⼿続によって発⾒された重要な虚偽表⽰は，内部統制の重要な不備の存在を⽰
*** 唆する。したがって，実証⼿続によって虚偽表⽰が発⾒されていないことは，検討対象となっ
× ているアサーションに関連する内部統制が有効であることの監査証拠となる。

実証⼿続によって虚偽表⽰が発⾒されていないことは，検討対象となっているアサーション
に関連する内部統制が有効であることの監査証拠とならない。

エ 監査⼈は，明らかに僅少であるものを除き，監査の過程で識別した虚偽表⽰を集計する必要
*** があり，その集計した全ての虚偽表⽰について適切な階層の経営者に適時に報告し，なおかつ，
○ これらの虚偽表⽰を修正するよう求めなければならない。
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問題14 重要性 ***

監査計画に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適切な番号を⼀つ選びなさい。

ア 監査計画には，監査業務に対する監査の基本的な⽅針の策定と詳細な監査計画の作成が含ま
*** れるが，両者は相互に密接に関連するものであり，監査⼈は，監査の基本的な⽅針が詳細な監
○ 査計画を作成するための指針となるように策定しなければならない。

イ 監査は，監査経験や洞察⼒を⼗分に有する監査責任者の責任の下で⾏われるため，監査責任
*** 者⾃らが監査計画を他の監査チームメンバーに頼らず策定し，当該監査計画を監査チームの主
× 要メンバーに伝達しなければならない。

監査経験や洞察⼒を⼗分に有する監査責任者及び監査チームの主要メンバーが監査計画の策
定に参画する。

ウ 監査⼈は，監査の基本的な⽅針を策定する際に重要性の基準値を決定しなければならないが，
*** この重要性の基準値は，財務諸表における未修正の虚偽表⽰と未発⾒の虚偽表⽰を考慮して，
× ⼿続実施上の重要性と⼀致させる必要がある。

⼿続実施上の重要性とは、未修正の虚偽表⽰と未発⾒の虚偽表⽰の合計が重要性の基準値を
上回る可能性を適切な低い⽔準に抑えるために、監査⼈が重要性の基準値より低い⾦額として
設定する⾦額をいう。

エ 経営者に監査⼿続を容易に予測されることにより監査の有効性が阻害されてしまうことがあ
*** るため，監査の有効性を損なわないための配慮は必要であるが，監査⼈は監査計画の内容につ
○ いて経営者と協議することがある。
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問題15 重要性 ***

監査⼈の意⾒表明に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適切な番号を⼀つ選びな
さい。

ア 監査⼈は，特別の利⽤⽬的に適合した会計の基準により作成される財務諸表の適正性に関す
*** る意⾒を表明する場合には，当該財務諸表に重要な虚偽の表⽰が存在しない旨を記載しなけれ
× ばならない。

特別の利⽤⽬的に適合した会計の基準により作成される財務諸表については、当該財務諸表
が当該会計の基準に準拠して、すべての重要な点において適正に表⽰しているかどうかについ
ての意⾒を表明しなければならない。

イ 監査⼈は，監査意⾒の表明に当たっては，重要な虚偽表⽰リスクを合理的に低い⽔準に抑え
*** た上で，⾃⼰の意⾒を形成するに⾜る基礎を得なければならない。
×

監査⼈は、監査意⾒の表明に当たっては、監査リスクを合理的に低い⽔準に抑えた上で、⾃
⼰の意⾒を形成するに⾜る基礎を得なければならない。

ウ 監査⼈は，会計⽅針の選択及びその適⽤⽅法，財務諸表の表⽰⽅法に関して不適切なものが
*** あり，無限定適正意⾒を表明することはできないが，財務諸表全体としては虚偽の表⽰ではな
○ いと判断したときには，除外事項を付した限定付適正意⾒を表明しなければならない。

エ 監査⼈は，複数の不確実性を伴う状況において，個々の不確実性について⼗分かつ適切な監
*** 査証拠を⼊⼿していたとしても，それらが財務諸表に及ぼす可能性のある累積的影響が複合的
○ かつ多岐にわたる場合には，意⾒を表明できないことがある。
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問題16 重要性 ***

継続企業の前提に係る監査報告に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適切な番号
を⼀つ選びなさい。

ア 監査⼈は，継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であっても重要な不確実性
*** が認められる場合において，継続企業の前提に関する事項が財務諸表に適切に記載されている
× と判断したときには，無限定適正意⾒⼜は重要な不確実性が及ぼす影響に関する除外事項を付

した限定付適正意⾒を表明する。

上記場合には、強調事項付無限定適正意⾒を表明する。
イ 監査⼈は，継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であっても重要な不確実性
*** が認められる場合において，継続企業の前提に関する事項が財務諸表に適切に記載されていな
○ いと判断したときには，当該記載についての除外事項を付した限定付適正意⾒を表明するか，

⼜は，理由を付して不適正意⾒を表明しなければならない。

継続企業の前提に関する事項は重要な事項であるため、無限定適正意⾒の表明とはならない。
ウ 監査⼈は，被監査企業が債務超過にあるなど，継続企業の前提に重要な疑義を⽣じさせるよ
*** うな事象⼜は状況に関して経営者が評価及び対応策を⽰さないときには，意⾒を表明してはな
× らない。

上記場合には、監査範囲の制約に係る除外事項付適正意⾒を表明するか、意⾒を表明しては
ならない。

エ 監査⼈は，更⽣⼿続開始決定の取消し，更⽣計画の不認可など，継続企業を前提として財務
*** 諸表を作成することが適切でない場合には，継続企業を前提とした財務諸表については理由を
○ 付して不適正意⾒を表明しなければならない。
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問題17 重要性 ***

追記情報に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適切な番号を⼀つ選びなさい。

ア 財務諸表に表⽰⼜は開⽰されている事項以外の情報を強調事項に含めると，財務諸表に当該
*** 事項が適切に表⽰⼜は開⽰されていないことを⽰す可能性があるため，強調事項区分の使⽤は
○ 財務諸表に表⽰⼜は開⽰されている事項に限定される。

イ 監査⼈は，監査報告書に強調事項区分を設ける場合，当該事項について財務諸表の重要な虚
*** 偽表⽰がないという⼗分かつ適切な監査証拠を⼊⼿しているとは限らない。
×

監査⼈は、財務諸表に表⽰⼜は開⽰されている事項について、利⽤者が財務諸表を理解する
基礎として重要であるため、当該事項を強調して利⽤者の注意を喚起する必要があると判断し、
かつ当該事項について財務諸表の重要な虚偽表⽰がないという⼗分かつ適切な監査証拠を⼊⼿
した場合、監査報告書に強調事項区分を設けなければならない。

ウ 監査⼈は，監査報告書にその他の事項区分を設けることが⾒込まれる場合，その旨と当該区
** 分の⽂⾔の草案について，監査役等に報告しなければならない。
○

エ ⼀般に，監査報告書には区分を設けて利害関係の記載をするが，監査報告書の表題が「独⽴
*** 監査⼈の監査報告書」となっていること，また監査⼈に被監査会社との特別の関係がないこと
× を法定しているため，監査報告書に利害関係について記載することは求められているわけでは

なく，監査⼈の任意の⾏為である。

公認会計⼠法の規定により利害関係の記載が要求されている。
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問題18 重要性 **

⽐較情報の監査に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適切な番号を⼀つ選びなさ
い。

ア ⽐較情報が対応数値によって表⽰されている場合，前年度の監査報告書において限定付適正
*** 意⾒が表明されており，かつ，その原因となった事項が未解消である状況において，当該事項
× が当年度の数値には関連しないときは，監査⼈は，前年度の除外事項を当年度の財務諸表に対

する監査報告書において除外事項として取り扱う必要はない。

以前に発⾏した前年度の監査報告書において除外事項付意⾒が表明されており、かつ当該除
外事項付意⾒の原因となった事項が未解消の場合、監査⼈は、当年度の財務諸表に対して除外
事項付意⾒を表明しなければならない。

イ 監査⼈は，前任監査⼈が無限定適正意⾒を表明した前年度の財務諸表に重要な虚偽表⽰が存
*** 在すると判断する場合，通常，適切な階層の経営者，監査役等に報告し，加えて前任監査⼈を
○ 含め三者間で協議するよう求める。

ウ ⽐較情報が対応数値によって表⽰されている場合，前年度の財務諸表が監査されていないと
** き，監査⼈は，その他の事項区分に対応数値が監査されていない旨を記載しなければならない
○ が，当年度の財務諸表の期⾸残⾼に関する⼗分かつ適切な監査証拠を⼊⼿できないときは監査

範囲の制約として取り扱う。

エ ⽐較情報が対応数値によって表⽰されている場合，監査⼈は，当年度だけでなく⽐較情報の
** 対象である前年度の財務諸表についても経営者確認書に記載するよう経営者に要請する必要が
× ある。

対応数値の場合、監査⼈は、当年度の財務諸表のみについて、経営者確認書に記載すること
を要請する。これは、監査意⾒が、対応数値を含む当年度の財務諸表に対するものであるため
である。
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問題19 重要性 *

後発事象等の監査に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適切な番号を⼀つ選びな
さい。

ア 監査⼈は，期末⽇の翌⽇から監査報告書⽇までの間に発⽣し，財務諸表の修正⼜は財務諸表
* における開⽰が要求される全ての事象を識別するために，当該期間に⾏われる監査⼿続に含め
× なければならないものとして，期末⽇後の期間に対する予算や資⾦計画のような最新の利⽤可

能な経営管理資料を通読しなければならない。

監査⼈は、第６項が要求する監査⼿続に加えて、以下の⼿続を実施することが必要かつ適切
であると考えることがある。
・期末⽇後の期間に対する予算や資⾦計画のような、最新の利⽤可能な経営管理資料を通読す
ること

イ 監査⼈は，期末⽇の翌⽇から監査報告書⽇までの間に発⽣し，財務諸表の修正⼜は財務諸表
* における開⽰が要求される全ての事象を識別したことについて，⼗分かつ適切な監査証拠を⼊
○ ⼿するために⽴案した監査⼿続を実施しなければならないが，期末⽇現在の残⾼についての監

査証拠の⼊⼿を⽬的とする⼿続によって，後発事象に関する証拠を⼊⼿する場合がある。

ウ 監査⼈は，監査報告書⽇の翌⽇から財務諸表の発⾏⽇までの間に，事後判明事実を知るとこ
* ろとなり，監査⼈が財務諸表の修正⼜は財務諸表における開⽰が必要であると判断する状況に
○ おいて，まだ監査報告書を企業に提出しておらず，かつ，経営者が財務諸表の修正⼜は開⽰を

⾏わない場合，除外事項付意⾒を表明することがある。

エ 監査⼈は，財務諸表が発⾏された後に，事後判明事実を知るところとなり，経営者が財務諸
*** 表を訂正する場合，当該財務諸表に対する監査報告書を提出するが，監査⼈が以前に提出した
× 監査報告書について記載する必要はない。

監査⼈は、訂正後の財務諸表に対する監査報告書の強調事項区分⼜はその他の事項区分に、
以前に発⾏した財務諸表を訂正した理由を詳細に記載している財務諸表の注記を参照し、監査
⼈が以前に提出した監査報告書について記載しなければならない。
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問題20 重要性 **

「監査における不正リスク対応基準」に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適切
な番号を⼀つ選びなさい。

ア 監査⼈は，識別した不正リスクに対応して当初計画した監査⼿続を実施し，さらに必要と判
** 断した追加的な監査⼿続を実施したが，不正リスクに関連する⼗分かつ適切な監査証拠を⼊⼿
× できない場合には，不正による重要な虚偽の表⽰の疑義が存在していると認めてはならない。

識別した不正リスクに対応して追加的な監査⼿続を実施してもなお⼗分かつ適切な監査証拠
を⼊⼿できない場合には、これを不正による重要な虚偽の表⽰の疑義と扱わなければならない。

イ 監査⼈は，企業の記録と確認状の回答に説明のつかない重要な差異がある状況を監査実施の
* 過程において識別した場合には，不正による重要な虚偽の表⽰の疑義が存在していないかどう
○ かを判断するため，経営者に質問し説明を求めるとともに，追加的な監査⼿続を実施しなけれ

ばならない。

ウ 監査⼈は，不正による重要な虚偽の表⽰の疑義があると判断した場合には，監査の最終の段
*** 階において監査役等に報告するとともに，監査を完了するために必要となる監査⼿続の種類，
× 時期及び範囲について協議しなければならない。

監査⼈は、不正による重要な虚偽の表⽰の疑義があると判断した場合には、速やかに監査役
等に報告するとともに、監査を完了するために必要となる監査⼿続の種類、時期及び範囲につ
いても協議しなければならない。

エ 監査⼈は，不正による重要な虚偽の表⽰を⽰唆する状況を識別したが，関連して⼊⼿した監
*** 査証拠に基づき経営者の説明に合理性があるとして，当該状況に不正による重要な虚偽の表⽰
○ の疑義がないと判断した場合，その旨と理由を監査調書に記載しなければならない。


